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当該算式を適用することはない実情であったことから、昭和 44（1969）年 5 月の法人税基本通達
の制定に伴ってこれら旧法基通を含む大部分が廃止となった16。法令第 132 条は、理論的に理解す
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III．資本的支出と修繕費の規定の沿革 















そして昭和 40（1965）年、所得税法と法人税法の全文改正があり、法人税法施行令が同年 4 月 1
日より施行された。本法全文の大改正であったにもかかわらず、ここでも実質的な改正は行われず、
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その後、それまであった資本的支出と修繕費についての個別通達が、昭和 55（1980）年 5 月の法人
税基本通達の改正によって廃止され、これらの内容は法人税基本通達に組み入れられることとなる31。 
そして平成元（1989）年、形式基準の 30 万円未満の限度額が 60 万円未満に引き上げられる。平成
19（2007）年、法人の減価償却制度の改正に基づいて、改正前は資本的支出を得原価に組み入れる取
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このように、法基通 7-8-3 では、一の修理、改良等のための費用が 20 万円未満であれば、修理改
良等を行う周期が 3 年を超えてもよく、逆に、修理、改良等が 3 年以内の期間を周期として行われ
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60 万円未満か（法基通 7-8-4(1)） 
前期末取得価額の 10%相当額以下か（法基通 7-8-5(2)） 
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せる支出があった場合には、当該固定資産の資本的支出となるとされた昭和 36（1961）年 6 月 3
日判決49や無断転借物についての改修費でも資本的支出であるとされた昭和 38（1963）年 7 月 18
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限度額が現行の 60 万円に引き上げられ、金額的基準として支出した金額が 60 万円未満の金額まで
は損金の額に算入されることとなったが、当該 60万円という金額は果たして妥当なのであろうか。
武田氏及び後藤氏も「この 60 万円という金額が相当であるかどうかかなり問題のあるところ64」で
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あると述べている。この点につき武田氏は、｢金額的に今日的な意義が失われているとも解され、今
や修繕に対する形式基準は 100 万円程度の金額が適当である65」と述べている。 
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